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都市構造の改革と集約型都市の実現
笠 原 祥 平＊　岩 本 俊 彦＊＊
　社会資本整備審議会で論議されてきたわが国の都市政策が、成熟した都市型社会という
社会認識に至り、転換点を迎えている。国民の大半が都市に居住する都市化時代から、都
市の拡大への対応ではなく、都市機能の質の向上を図りつつ、国土の均衡ある発展、多様
性の確保、連携性の促進、災害対応力の向上を目指す基本戦略へと、政策の転身が図られ
ている。
　国土交通省を中心に描かれた都市政策のビジョンをもとに、持続可能性を重んじ、コン
パクトで効率的な都市構造に転換する方策や課題について考察する。
キーワード： 都市構造、都市政策、スマートシュリンク、コンパクト・シティ
Reform of Urban Structure and Implementation of Intensive City
Shouhei KASAHARA＊ and Toshihiko IWAMOTO＊＊
Directionality of argued urban policy welcomes a refraction point with Panel on Infrastructure 
Development in Japan, coming to the society recognition as the urban society. Viewing the 
urbanization age that the national most part is resident in a city, which are not correspondence to 
expansion in the city, these policies are changing from the development balance of a country is into 
a basic strategy aiming at securement of diversity, promotion of cooperation and improvement of 
accident ability to respond big, and planning for improvement of the quality of the urban function. 
Under the vision of such urban policy of the Ministry of Land, Infrastructure and Transport, 
we are viewing measures and problems that the continuation is considered and achieve a possible 
compact city.
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とにつながるが、特に生産年齢人口の減少によ
る労働力の大幅な不足や技術・技能の継承が行
われないといった新たな問題も生じてくる。わ
が国の国土は可住地面積が少ないうえ（国土の
約38万㎢のうち可住地域は約３割の10万㎢）、
戦後、主要な都市圏において中心部から郊外に
向かって昭和40年代から住宅開発が進行してき
たが、郊外地における開発の余地は少なくなっ
ている。ニュータウンのインフラの老朽化への
対応も困難が予想されている。
　図－２に示されるように、地域別で見ると、
北海道では半数近い地点で人口がゼロになると
されており、中国、四国地方でも人口がゼロに
なる地点が２割を超すと予測される。
　また、郊外の大型小売店舗が増加するにつ
れ、中心市街地の衰退が目立つようになってき
たことからも伺われるように、都市計画には経
済発展だけの観点から脱却して、まちづくりの
方向性は、安心・安全、環境保全、良好な景観
へと誘導するための役割が欠かせない。
　加えて、全国で820万戸という過去最高を更
新し続ける空き家戸数（注３）を、都市計画で
はどのように跡地活用、処理できるかの検討も
はじめに
　わが国は、少子高齢化社会に入り、国土交通
省国土政策局総合計画課人口・社会経済班によ
ると、人口減少が続き2050年には人口は、9,700
万人（注１）まで減少するものと予測されてい
る。東京圏でも３割の地点で人口がゼロもしく
は半減となり、日本全国の２割の地点で人口が
ゼロになるという予測がなされている。
　図－１に示されるように、全国的に進む人口
減少は地域によってその減少率が異なっており
2050年までに大阪、名古屋圏での人口がゼロと
なる地域は東京の倍の割合となり、それ以外の
地域は大阪、名古屋圏の人口がゼロとなる地域
の割合からさらに倍の数字となっている。
　この事から人口の地域的偏在が加速して、約
６割の地域で人口が半減（注２）、うち約２割
の地域は人が住まなくなることで、市町村の中
心部等は一定の集積が残るものの、中心部から
離れた地域の人口は激減することとなり、増加
は全国でわずか２％にとどまることを示してい
る。
　人口減少により、生産・消費とも縮小するこ
図－１　地域別、年齢別の人口増減率（2010－2050年）別の地点数割合
出所： 国土交通省国土政策局総合計画課人口・社会経済班「１㎢毎の地点（メッシュ）
別の将来人口の試算について」を基に筆者作成
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ることにより、現在及び将来の国民が安心して
豊かな生活を営むことができる経済社会の実現
に寄与することを目的とする計画である。
　国土形成計画は、日本全国の区域について定
める全国計画と、ブロック単位の地方ごとに定
める広域地方計画から構成される。
　国土計画は、国土の望ましい姿を示す長期
的、総合的、空間的な計画を指す。日本におけ
る戦後の国土計画は、1962年に策定された第１
次全国総合開発（一全総）計画以来、国土総合
開発法に基づく全国総合開発計画を中心として
展開されてきたが、人口減少時代を迎え時代
の要請に対応した国土計画制度とするために、
2005年同法が抜本的に改正され、国土総合開発
計画に代えて新たに国土形成計画が策定される
こととなった。
　高度経済成長期前半の1962年からおおむね10
年毎に５次に渡って計画策定されてきたが時代
や環境の変化をうけその目的や計画項目は移り
変わってきた。全国総合開発の歴史は日本の地
域政策は移り変わりの歴史でもある。
　これまで昭和30年代から５次にわたり策定さ
れてきた全国総合開発計画は、「国土の均衡あ
必要になる。かつての都心から郊外へという開
発手法を見直し、現在では、人口移動が、逆方
向の郊外から都心へ回帰（注４）の方向へと変
わってきている。
　さらに、経済のグローバル化の進展に合わせ
た国際競争力の向上のためにも、都市政策、ま
ちづくりの方向性の転換が進むこととなる。
　国立情報学研究所のデータベースを参照する
と、地域別の詳細な研究や政策提案はあるが、
国土交通省を中心とした国の国土計画の変遷か
ら新たな都市構造への転換を論じた論文は少な
く、本稿のようなテーマは、研究が未着手であ
る。
　このような、成長志向を基本路線とするわが
国の戦後の都市政策が、時代環境への対応から
抱えることとなった課題の解決のための方策を
論じる。
１．国土形成計画の推移
　国土計画は、国土の自然的条件を考慮して、
経済、社会、文化等に関する施策の総合的見地
から国土の利用、整備及び保全を推進するた
め、国土形成計画の策定、その他の措置を講ず
図－２　人口増減率（2010－2050年）別の地点数割合【総人口】（ブロック別）
出所： 国土交通省国土政策局総合計画課人口・社会経済班「１㎢毎の地点（メッシュ）別の
将来人口の試算について」を基に筆者作成
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しつつある。また、中国など新興経済国の急速
な台頭などもあり、日本が今後も経済社会の活
力を維持・発展を続けていくために、官民が
揃ってそうした新興経済国との戦略的な経済・
貿易連携が極めて重要となる。これらの国内外
での喫緊の課題に適切に対処するため、国土計
画において、国土及び国民生活の将来の姿を明
確に示すことが求められていることが改革の背
景となっている。
　国土形成計画の前身となった全国総合開発計
画の根拠法である国土総合開発法は日本の国土
政策の根幹を定めたもので、制定された昭和25
年当時の社会経済情勢を背景に、量的拡大を志
向した開発を基調としていた。このため、地方
分権や国内外の状況に的確に対応しつつ、国土
の質的向上、国民生活の質的向上の実現を目指
す成熟社会にふさわしい国土のビジョンを提示
する上で、抜本的に見直されることとなった。
　改革のポイントは、国土交通省国土計画局総
合計画課によれば、以下のとおりである。
　①　 量的拡大を図る「開発」を基調としたこ
れまでの国土計画から、国土の質的向上
を図るため、計画対象事項を見直し、国
土の利用、整備及び保全に関する施策を
総合的に推進する国土計画に改編した。
　②　 国土計画の策定プロセスにおける多様な
主体の参画を図るため、地方公共団体か
らの計画提案制度や国民の意見を反映さ
せる仕組みを設けた。
　③　 全国計画のほか、ブロック単位ごとに、
る発展」を目指しその時代の要請に基づいた諸
問題の解決に向け策定し、推進されてきた。戦
後から半世紀を経て、日本の国土全体では中
枢・中核都市圏の成長、教育機関、工場等の地
方分散が図られ、戦後から長期的な観点で見れ
ば、大都市圏への急激な人口流入傾向が収束に
向かい、地域間の所得格差も他国と比較してみ
ても縮小されるに至った。また地域的にみて
も、都市では公害の減少と混雑緩和の兆しが見
られ、地方圏においては公共施設整備が行き渡
ると共に整備水準の向上が図られたことなど、
生活環境の改善も大きく進んでいる。
　しかしながら、現在でも東京を中心として、
太平洋ベルト地帯に人口、産業が偏った一極一
軸の構造が是正されているとは言い難い状況
（注５）である。地方では多くの地域が深刻な
過疎化の問題を抱え、地方都市では中心市街地
の空洞化が大きな問題となっている。
　一方、大都市でも居住環境上、防災上の課題
を抱えている密集市街地の整備改善などの問題
が残されている。さらに、都市郊外部での市街
地の拡大・拡散や農山村での周辺との調和に欠
けた土地利用に伴い国土全体の景観が混乱し、
土壌汚染、水質汚染、不法投棄が社会問題化し
ている。2005年に日本の人口が減少（注６）に
転じたこともあり、日本の社会構造の維持が危
惧される状況ともなってきている。
　前述の課題に加え、耕作放棄地や適正に管理
されていない森林の増大（注７）、維持困難な
地域社会の拡大などの喫緊の課題が既に表面化
表－１　国土計画の推移
第一次全国総合開
発計画（一全総）
第二次全国総合開
発計画（二全総）
第三次全国総合開
発計画（三全総）
第四次全国総合開
発計画（四全総）
21世紀の国土のグ
ランドデザイン
閣議決定 1962 1969 1977 1987 1998
背景 都市問題 都市問題 集中抑制 地域整備 地域連携
目標年次 1970 1985 1987 2000 2010～2015
基本目標 均衡発展 環境創造 環境整備 多極分散 多軸構造
開発方式等 拠点開発 大規模開発 定住構想 ネットワーク 参加と連携
　出所：国土交通省国土政策局総合計画課（2015）６頁を要約
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齢化という現状に対応するために、医療福祉と
いった様々な公共サービスを効率的に提供する
ためには、集住・集積が不可欠であるという観
点から、コンパクトで効率的な都市づくりを目
指すことになる。コンパクト化によって小さく
なってしまう商圏エリアをネットワーク化する
ことで機能性を確保するというのが基本的な方
向性である。
　国土交通省国土計画局総合計画課によれば、
現在の日本社会が抱える課題としてとりあげら
れているのは、以下のとおりである。
　①　急激な人口減少、少子化、
　②　世界最速ペースでの高齢化の進展、
　③　 都市間競争の激化などグローバリゼー
ションの進展、
　④　巨大災害の対処、インフラの老朽化、
　⑤　 食料・水・エネルギーの制約、地球環境
問題、
　⑥　ICTの劇的な進歩など技術革新の進展
　特に人口減と高齢化は、日本社会に大きな影
響を与えるとされ、居住地域の６割以上の人口
が半分以下に減少しそのうち２割の地点では人
口ゼロとなるなど（注８）、東京など大都市圏
への一層の人口集中が予測される。
　以下の６つの基本的な考え方がこうした現状
を踏まえた上での対応として示されている。
　①　コンパクト＋ネットワーク
　②　多様性と連携による国土・地域づくり
　③　人と国土の新たなかかわり
　④　世界の中の日本
　⑤　災害への粘り強くしなやかな対応
　⑥　国土づくりの３つの理念
　①は、人口減と高齢化の下で、社会サービス
を効率よく提供するために、都市のコンパクト
化が必要であるという、いわゆるコンパクト・
シティ化の議論を踏まえたものである。そして
コンパクト化で縮小する圏域やマーケットを接
続し、大きなエリアとして機能させるネット
ワーク化を行うとしている。
　②は、地方が蓄積した文化や産業の多様性を
国と都府県等が適切な役割分担の下相互
に連携・協力して策定する広域地方計画
を創設し、地域の自律性の尊重及び国と
地方公共団体のパートナーシップの実現
を図る。
　④　 国土計画体系を簡素化・一体化すること
により、わかりやすい国土計画体系に再
編した。
　この４点の他に、国土利用計画との一体作
成、大都市圏整備に関する計画の合理化、地方
開発促進計画の廃止など、国土計画体型の簡素
化・一体化を図り国民にわかりやすい国土計画
に再構築するとしている。
　21世紀の国土のグランドデザインとは、国土
総合開発法に基づく第５次の中期的な日本の国
土総合開発計画である。目標年次を2010年から
2015年までと定め、1998年３月31日に閣議決定
された。ことさらに「第五次全国総合開発計画」
「五全総」としなかったのは、これまでの国中
心、開発中心の国土計画の考え方とは一線を画
す意味が込められたからであり、国土総合開発
法が国土形成計画法へと名称を変更するなど国
土計画行政転換の流れの嚆矢となった。副題に
「地域の自立の促進と美しい国土の創造」を掲
げている。
２．「国土のグランドデザイン2050」
　国土交通省は2012年秋から検討してきた新た
な「国土のグランドデザイン」に関し、2014年、
「国土のグランドデザイン2050～対流促進型国
土の形成～」としてとりまとめ、公表した。
　「国土のグランドデザイン2050」は、急速に
進む人口減少や巨大災害の切迫等、国土形成計
画（2008年）策定後の国土を巡る大きな状況の
変化や危機感を共有しつつ、2050年を見据え
た、国土づくりの理念や考え方を示すもので、
９回にわたる有識者懇談会を開催するなどして
とりまとめたものである。
　今回策定された計画のキーワードは、「コン
パクト＋ネットワーク」である。人口減少と高
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を改正する法律案」に基づく立地適正化計画制
度よって、自治体が、人が住むために環境を整
える地域とそう出ない地域を、住民の合意に
よって線引きできるようになる。
　これまで、市区町村が策定してきた都市計画
には法的拘束力は無いため実現性において不透
明な面が存在したが上記の法案では都市計画に
住民の意見を取り入れながら議会で議決し法的
な実効性を持つことでまちづくりを地域住民の
手のもとに行うという状況が出来あがることと
なる。
　これにより、まちづくりに関する都市機能の
集約、大規模分譲地や大型商業施設が必要性、
調和のとれた街の景観を作るために住民の協力
などについて住民自身で考え、責任をもつこと
になる。
　これにより住民の合意形成ができない地域
は、コンパクト化に失敗し、行政サービスが行
き渡らない事態なども考慮されることとなる。
現状の財政面のリスクと、そのリスク回避のた
めに相応の負担が必要になることを理解し、不
動産の資産性の問題や住民全員が納得する合意
形成の場の構築が今後必要となってくる。
　コンパクトにしていくだけでは都市圏の機能
の維持は困難となる、そこで地域の人々の暮ら
し・生活を守り、地域が成長していくため、地
方都市が連携する「コンパクト」＋「ネットワー
ク」により圏域を拡大することで解決、「グラ
ンドデザイン」では都市圏域を拡大する地域例
として島根県松江市と鳥取県米子市とを県域を
越えてネットワークでリンクすることで一つの
都市圏として維持させていくとしている。こう
した考え方が定着すると県域を越えた自治体同
士での交流が盛んになり新たな都市圏の形が見
えてくる。
３－２　スーパー・メガリージョン
　メガリージョンとは、IT産業が集積し大き
な圏域をつくっているシリコンバレーや、教
育、金融の最先端地であるニューヨーク都市圏
のように、自治体よりも大きな単位での圏域を
ベースに、地域間交流を活発にすることで、競
争力を確保に繋げるということである。この考
えは全国総合開発計画が継続して取り組んでき
た課題である地域活性化についての考えであ
る。
　③は、地縁と血縁と言った日本社会が育んで
きた人とのかかわり合いが薄れてきている現状
を踏まえ、新しい故郷を創り上げることが目的
である、さらに地域と人との関わりを女性や高
齢者の社会参加によって実現していこうという
考えである。
　④は、日本が持つ独自の価値や個性を構築し
て行くことにより経済・文化の世界でグローバ
ル化が進展している中、日本が競争力を保持し
続けるため考えである。
　⑤は、東日本大震災などの大災害の経験を踏
まえ、今後高い確率で発生すると言われてい
る大規模な自然災害に対し、「レジリエンス」
（resilience）という言葉が示されている。「レジ
リエンス」とは復元力、耐久力と言った意味を
持つ言葉で、災害の被害を最小限にとどめなが
ら早期回復をしやすいような体制を作ってい
く、という考え方である。
　⑥は、多様性（diversity）、連携（connectivity）、
レジリエンス（抵抗力、復元力、耐久力という
意味）という３要素を重視しながら国土計画を
推進していこうというものである。
　さらには「2050年の目指すべき国土像を実現
するため、12の基本戦略を定めることとする」
としている。
３．都市機能の集約とネットワーク化
３－１　都市のコンパクト＋ネットワーク化
　中山間地域から大都市に至るまで、コンパク
ト＋ネットワークにより新たな活力の集積を図
り、それらが重層的に重なる国土を形成するこ
とがまず目標となる。
　コンパクト・シティ化に関しての議論は様々
であるが、政策は具体的に進んでいる。2014年
５月に成立した「都市再生特別措置法等の一部
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いう狙いが込められている。
　インフラの整備に加え、技術革新の進展等を
踏まえて使い方を工夫することで、既存ストッ
クを最大限に活用することが求められる。具体
的には、「対流基盤」としての様々なインフラ
の高度化を図るとともに、先進技術を積極的に
活用し、より頭脳化された『スマート・インフ
ラ』への進化を促進することで人・モノ・情報
の流れを活発化する事ができる。
　そこで必要となるのは、ICT等の先端技術を
活用したスマートなインフラ運営である。これ
からの日本は限定されたリソースをいかに効率
よく活用するかという観点が重要となってく
る。そのためには、死傷事故率が一般道路10分
の１、CO2 排出量も３分の２である高速道路
を活用することや、鉄道の赤字路線を減らし、
代替となる交通機関を効率よく運営する事、あ
るいは渋滞を無くすための ITS技術（高度道路
交通システム）を用いて収集したビッグデータ
による信号管理や道路交通を円滑化させるテク
ノロジーなどが、こうしたスマートなインフラ
の活用の例である。今回の計画では、物理的な
インフラのデザインと並行して、情報空間のデ
ザインについても踏み込んだ内容になっている
点は、今回の計画の大きな特徴であるといえ
る。ネットワーク化は、物理的な交通網と情報
空間の網の両方が機能してはじめて実現する、
といえるからである。
　グローバリゼーションの進展によるわが国の
地政学上の位置付けの変化、災害に強い国土づ
くりの観点から、諸機能が集中している太平洋
側だけでなく日本海側も重視し、双方の連携を
強化することが課題となる。
　災害に強い日本、回復力を備えたレジリエン
スな国土を実現させるためには、地震などの巨
大災害からのリスクを抱えている太平洋側沿岸
の都市機能がダウンした時に、日本海側はその
機能分散やバックアップを担う必要があるため
である。また日本海側に面する中国やロシアと
の交流も、エネルギーや安全保障の面で、今後
指す概念である。東京、大阪、名古屋は既にメ
ガリージョンと呼ばれる大都市圏域を作ってい
るといえるが、スーパー・メガリージョンは、
その三大都市圏を、それぞれの持つ特徴を活か
しつつリンクし、より大きな圏域とするもので
ある。既存の新幹線、高速道路に加え、建設が
始まった中央リニア新幹線、４つの国際空港と
２つの国際港湾によって３大都市圏をリンク
し、日本の経済を牽引役とするものである。そ
れぞれの特徴とは、東京の持つグローバルな都
市機能、名古屋圏の自動車産業を中心とした最
先端の産業地帯、大阪圏の持つ独自の歴史・文
化・商業が想定される。
　これにより現在の日本の総人口のおよそ半分
を占め世界のどこの国にも未だ存在しない超巨
大都市圏が誕生することとなる。
　中央リニア新幹線の開通によって、人・物の
動きがどのように変わるのか、コストに見合う
だけの価値を生み出すかなどは現在では未知数
ではあるし、また中央リニア新幹線が開通して
も東京・名古屋・大阪間（東京－名古屋間で
2027年開業、名古屋－大阪間を45年に開業）（注
９）にスーパー・メガリージョンを構成するリ
ンクができるかは定かではない、しかし日本が
今後どのように世界の中で生き抜いていくかを
考えるとき、こうした超巨大圏域の構築により
日本経済を発展につなげていこうという方向性
は理解できる。道路や鉄道などの移動インフラ
は、グランドデザインが示すところの対流促進
型国土の基礎部分であるからである。
　コンパクト&ネットワークが、よりダイナ
ミックな対流を生み出していくためには、人・
物・情報が、スムーズに流れることが必須であ
り、それを支えていく交通インフラも、対流を
促進する基盤となる。
　スーパー・メガリージョンにはリニア中央新
幹線を前提とし、日本全体の人口とGDPの６
割を占める東京、名古屋、大阪の超巨大都市圏
の形成、経済や産業、文化の一体化を図ること
で、世界中からヒト・モノ・カネを呼び込むと
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保、働き口の確保のほか、交通の利便性向上や
納税、住民登録等、様々な側面でより柔軟な社
会制度となるよう検討していく。
　今回策定された国土のグランドデザイン2050
に示されているものは、国土の「ビジョン」の
一つに過ぎないものであり、こうしたビジョン
を実現させるためには、市民や民間の参加が不
可欠である。2050年に向けて、市民、民間セク
ターの役割が官より一層高まっていくことは明
白である。市民が参加しながら、どのように国
土ビジョンを選択し、具体化していくのか、議
論を高めることが重要になってくる。
４．スマートシュリンク
　コンパクト化をさらに進めると、「スマート
シュリンク」という概念に辿りつく。コンパク
ト・シティは高密な居住空間を形成して、効率
的な公共サービスの提供を容易にする事によっ
て、地域の活力をこれまで以上に高めていこう
という発想が根底にある。これに対し、スマー
トシュリンクは地域の身の丈にあった都市機能
を維持・保有していく、そのためには今あるも
のを壊すことも厭わないという考え方である。
　市街地の衰退による都市機能の低下や居住環
境の悪化を防ぐために敷地の一体利用、空き地
の集約化など適切な低密度の市街地への誘導を
行うといった事が行われると考えられる。
　国土交通省社会資本整備審議会によると、郊
外部における新市街地整備をはじめとする都市
開発の抑制、虫食い状に発生した未利用地の適
切な活用と管理、地域の実情に基づいた計画的
な集住などの方策が考えられている。例えば、
特定の人しか使用していない、または稼働率の
低い公共の集会施設・文化施設や、誰も利用し
ていない道路、空き地だらけの工業団地など、
不要、もしくは他の施設で代替可能と判断でき
れば、思い切って統合や廃止・売却をしてしま
うというものである。
　ただし、スマートシュリンクは単なる破壊で
はなく、全体最適を目指し戦略的に行われるも
の日本にとって重要な意味がある。こうした観
点は、日本海側を含めた両面活用という方向性
が、スーパー・メガリージョン構想には提示さ
れていると言える。
　そうした構想から日本海側の港湾整備などに
より中国、ロシアなど日本海側諸国の経済発展
の取り込みユーラシアにシームレスに繋がる複
合一貫流通体制の整備を図る。
　あらゆる世代で地方への人の流れを創出する
ため、UIJターン、元気なうちの田舎暮らし、
二地域生活・就労等の促進を図ることが課題と
なる。
３－３　新たなライフスタイルの提示
　大都市と比較して空間的、時間的に余裕のあ
る地方を子育てのしやすい地域とすることで若
者や、女性の地方回帰を図っていくという考え
方が「グランドデザイン」には示されている、
IT環境の整備により大都市と地方の情報格差
が少なくなってきており、新幹線やLCC、高
速道路の整備により距離感覚も縮まってきてい
る、こうした環境変化によるUIJターンの流れ
の定着を促進していくというものである。また
シニア世代の知識・技術・経験を次世代に伝え
若者の子育て支援環境をそうした面から支える
体制を構築することで、シニア世代の地方移住
により大都市部での介護施設の不足緩和も期待
できる。
　都市住民が農山漁村などの地域にも同時に生
活拠点を持つライフスタイル、二地域居住は
「定住」と「交流」の中間に位置し大都市圏か
らの人の流れが生まれることになる。
　国土交通省は平成16年度国土施策創発調査
「『二地域居住』の意義とその戦略的支援策の構
想」を実施し、人口減少と高齢化の進展する中
で、農山漁村の活性化を促す有力な施策とし
て「二地域居住」の果たす役割や可能性を検討
した。今後は、単に居住する「二地域居住」に
加え、生活・就労により積極的に地域にかかわ
りを持つ「二地域生活・就労」を促進し、「協
働人口」を拡大。移住先での住まいや医療の確
東京情報大学研究論集  Vol. 19  No. 1  pp. 49-58（2015） 57
しい街づくりのため、車から公共交通への転
換、歩行者優先の交通整備、住宅、商業、業務
施設の複合化などによりオープンスペースを確
保し、農地や自然の美しさ、環境、景観保護を
志向することになろう。都市成長管理も、土地
利用計画のみを単独で企画するのでなく、交通
網や環境、公共施設管理などを複合的に策定
し、行政が地域レベルできめ細かく問題解決を
図る必要がある。地域間競争を促し、集権的統
治システムから脱却する道州制（日本型州構
想）のような地域再編の提起もなされているが
（佐々木  2015）、今後は地域の経済的・文化的
環境を踏まえ、一極集中を避けて、厳しい人口
減少への対応を図りつつ（増田  2014）、都市特
性に応じた政策を策定、実行していくことが必
要となってきている。
　コンパクト・シティは、21世紀の都市が目指
すべき方向の具体案である。しかし、多くの地
方都市において拡散型都市構造は相当程度進行
しており、ロードサイド店舗からなる新たな都
市構造の形態となりつつある。コンパクト・シ
ティ形成のためには、無秩序な都市開発を抑制
し、利用度の低い不動産の集約化・流動化を図
るほかはない。長引く不景気による財政的制約
もあり、大規模な投資余力が低下した今日、短
期間に地域をコンパクト・シティに作り変える
ことは非常に困難である。
　コンパクト・シティづくりのためには、中心
市街地の商業活性化、街中への居住人口の誘
導、公共公益施設の集約化、郊外の新規開発抑
制と土地利用規制強化など、多面的な施策を
同時に総合的に実施する必要があるが（山下 
2015）、それぞれの施策はいずれも、予算面や
実行可能な時期、住民の合意形成等の制約条件
を抱えている。
　コンパクト・シティの実現は都市政策の長期
的なビジョンとして位置づけ、現実的な施策を
積み重ねていく手法を採って行く他はない。ま
た、コンパクト・シティでは中心市街地の居住
者だけがまちづくりの便益を享受するのではな
のとなる。不要なもの、代替すべきものは、場
当たり的ではなく全体最適の視点から決定され
る。ストックの抑制により浮いた予算で、必須
のインフラに重点的に維持経費が使われる事と
なる。場合によっては、重点分野には新規投資
も可能となるかもしれない。長寿命化にして
も、スマートシュリンクにしても、インフラ投
資を抑制することであり、地域にとって多少な
りとも負担が伴う事となる。それらが合理的
に、かつ地域の合意の元に行われることが重要
であると言える。例えば、建物がまだ使用可能
か否かは、専門家による診断が不可欠である。
今、壊すべきか否かは、ライフサイクルコスト
比較が必要となってくる。公共施設を廃止する
際には、その利用や運営の状況を定量的に調
査・評価し、全体からみて客観的に評価が悪い
という証拠、さらに、そのプロセス開示も必要
となる。
　インフラを戦略的に運用していく主体は地域
住民である。当事者をはじめ、地域住民が主体
的に議論に参加していくことが重要であり、ま
ちの機能を持続させていくための施設の取捨選
択をする際には、住民の合意は不可欠である。
　スマートシュリンクを進めていくために実行
できることは、郊外における新規開発を抑制
し、発生した空地、空き家の適切な管理を図る
事となる。これに加えて、長期的視点に立ち、
世代交代や建替えなどの機会を捉え中心市街地
近傍への住み替えを進めていくことなどに実現
性を見出していくことになるだろう。地域の歴
史性、地理的特性、培われた個性などのあり方
を冷静に検証することで、地域における削減対
象の施設が浮上してくる。削減を行っても、今
後のまちづくりのあり方を考えるチャンスがあ
る。賢明な縮小はむしろ好機として捉えられ
る。
おわりに
　スマート・グロース運動が徐々に浸透しつつ
あり、将来的には、日本においても、人にやさ
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